













































































































































































































































































































質的記述的研究：“データを帰納的に分析”し、現象を率直に記述する（straight description of 
phenomenon）
結　　果
【基本情報】
【調査協力者】８名（７名が配偶者。内訳は妻４名、夫３名。他に娘１名。年代は、30代後半が１名、
50代前半が２名、60代前半が５名。）
【本人に関すること】性別は男性５名、女性３名。２名は既に他界。基礎疾患としては、前頭側
頭葉型認知症（FTD）が4名、アルツハイマー病（AD）３名、FTDとパーキンソニズムの複合
が１名である。
【インフォーマルサポートの有無】8事例で共通点は家族会。
他には、親戚（５名）、友人（３名）、職場（３名）の項目に関して共通性がある。
【社会福祉制度の利用について】介護保険制度を申請し認定調査を行った人は、８名中７名。ま
た、７名中４名がデイサービスやショートステイなどの在宅サービスを利用。
１名のみ障害者自立支援法に基づく外出支援を利用。
－ 73 －
りわけインフォーマルサポートのあり方を実証的
に明らかにすることができた。
　しかし、家族を対象にした調査では、ソーシャ
ルワーカーがどのような援助をしたのかについて
明らかになっていない。残された課題としては、
今後、ソーシャルワーカーを対象に、若年性認知
症者や家族への支援、とりわけソーシャルサポー
ト・ネットワークづくりを媒介することに関し、
どのような理論や実践仮説を持って、本人や家族
を援助しているのかという理論仮説の検証を行っ
ていく。
＜謝辞＞
　インタビュー調査で貴重なお話を聞かせて下
さった若年認知症家族会の皆様、本論文のご指導
をしてくださった大橋謙策教授に深く感謝申し上
げます。
公的扶助ケースワークの課題と役割
日本社会事業大学福祉計画学科４年
青　木　尚　人
１．はじめに
　私は本報告では公的扶助ケースワークの役割と
課題について述べた。なぜ今回このようなテーマ
にしたかというと、生活保護の受給者が200万人
を突破した現在の日本において福祉事務所のケー
スワーカーである公的扶助ケースワーカー（社会
福祉法によれば現業員）は生活保護制度の中心的
担い手になっているからだ。しかし現在ケース
ワーカー１人につき100世帯程度を支援の対象に
しているため、ケースワーカーの負担がかなり大
きくなっている。そこで今回公的扶助ケースワー
カーがどのように生活保護の取り組みを行ってお
り、またどのような課題がそこにはあるのかを考
えるきっかけとしたい。
２．生活保護の現状（清瀬市を中心として）
　第２章では生活保護の現状について述べた。非
保護世帯数の数が平成７年度以降上昇しており、
非保護人員は平成８年度以降上昇の兆しを見せて
いる。そして厚生労働省が発表している生活保護
実態について（厚生労働省平成22年版厚生労働白
書、被保護実世帯数・非保護人員・保護率・扶助
人員と扶助率の推移）という統計からどれだけこ
の数年間で生活保護の受給者が拡大しているのか
ということを確かめた。また、生活保護の受給の
原因の動向などについても報告をした。
　生活保護の現状を述べる上で平成23年度３月22
日現在の東京都26市の生活保護受給の表を用いて
解説を行った。以下はその資料である。昨年の統
計データでは清瀬市は武蔵村山市より高かった
が、伸び率が清瀬市より高く、平成22年の12月に
取られた統計では武蔵村山市は２番目になってい
た。１番目の立川市は武蔵村山市、清瀬市を突き
放しており、４番目の東大和市と順位の１番、２
番、３番の差がかなり開いているためトップ３の
